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I. はじめに
住宅やオフィスなどの土地の用途は、当該資産を最有効利用することで最大
の収益を実現する配分が望ましく、市場メカニズムによって決まることが最も
効率的である。したがって、土地保有税は地価を変化させるだけで用途配分に
は影響せず、土地市場に対して中立的であるという「中立性命題」を満たすこ
* 本稿を作成するにあたって、林宜嗣先生（関西学院大学）をはじめ、多くの方の助言をいただい
た。また、日本財政学会第 74 回大会にて横山直子先生（大阪産業大学）から有益なコメントを
いただいた。この場をお借りして謝意を表したい。なお、本稿における誤り等は全て筆者の責任
である。
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とが望ましい。しかし、わが国の土地保有税である固定資産税（土地分）は小
規模住宅用地の課税標準額を評価額の 6分の 1に軽減する等の特例措置を設
けている。そのことから用途によって実効税率に差が発生することで中立性を
損ない、土地の用途配分にゆがみが生じている可能性がある。以上の問題意識
から、本稿では現行の固定資産税が土地利用に与える影響を検証し、中立性命
題が成立しているのかを計量的に把握することを目的とする。
しかし、土地保有税が土地の用途に与える影響を検証した研究は少なく、国
外では農地保有の優遇措置などによって提供された不動産の税額控除が土地の
価値に影響することを明らかにした Anderson and Bunch（1989）、土地への
税額控除の影響とその税額控除が土地開発利用への移行を妨げるのかを検証し
た Anderson（1993）、農地への優遇措置が土地の開発を遅らせ、農地を維持す
ることを示したMorris（1998）、土地利用の変化に対する財産税の効果を検証
し、農地や林地の間に大きな影響を与えることを明らかにした Polyakov and
Zhang（2008）等があるにすぎない。国内では、安東・岩田他（1991）が農地
の固定資産税を宅地並みに引き上げた場合のシミュレーション分析を行っては
いるが、農地に対する税制を対象とした研究であり、住宅地への特例措置を対
象とした研究ではない。住宅地への特例措置を考慮した研究には、土地に対す
る固定資産税の実効税率を計算した中野（2004）があるが、住宅地に関する特
例措置の効果までは検証していない。このように、住宅地への特例措置の効果
を探った実証的研究は国内外ともほとんどさていないことがわかる。また住宅
地に対する固定資産税を対象とした研究は、固定資産税の負担が資産価値に反
映されるという「キャピタリゼーション仮説」の検証で終わっており、中立性
命題の観点から検証した研究がないことからも、効率的な土地利用を実現する
土地税制のあり方は未解決の問題である。以上の理由から、土地保有税の中立
性命題の検証は固定資産税が地価にどれだけの影響を与えるかという点ととも
に、望ましい都市空間構造（土地の用途配分）という観点からも極めて意義が
あるといえる。もちろん、土地利用のあり方は効率性基準のみで決定できるも
のではなく、市場メカニズムを誘導することも必要なのではないかという考え
方もある。しかしその場合でも、土地保有税が土地利用にどのように影響して
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いるかを検証に基づいた政策を実施する必要があり、本研究の重要性が変わる
ことはない。
本稿における構成は以下の通りである。第 2節は実証分析につなげるため、
固定資産税が住宅地とオフィスに与える影響を理論的に解説し、どのような固
定資産税が市場メカニズムによる用途配分を歪めるのかを明らかにする。第 3
節では第 2節の理論を踏まえて、わが国の土地保有税が中立性命題を達成して
いるのかを実証的に検証する。
II. 土地税制が用途配分に与える影響に関する理論的研究
本節では、土地税制が一定の土地の用途配分や地価にどのような影響を与え
るのかを理論的に明らかにし、現行の土地税制が用途配分を歪める可能性を持
つことを示す。
土地所有者は最大の収益を実現するように土地を利用する。一定面積の土
地が存在し、商業用と住宅用の 2つの利用が可能だとする。土地利用によっ
て得られる収益は土地に対する需要を決定する1)。こうして、一定の土地の商
業地と住宅地の配分は土地が生み出す各用途の限界収益の大きさによって決ま
る。図 1の場合、両需要曲線の交点より商業用地は O1L、住宅用地は O2Lと
なり、土地収益の合計が最大になるという意味で土地は最有効利用されること
になる。
ここで土地保有税を導入すると、課税は土地保有コストを増加させ、土地収
益を減少させるので、需要が減少する。しかし、図 1.1のように商業用地と住
宅用地が同じ税率（AA0=AO1 = BB0=BO2）で課税されるなら、商業地の需
要曲線は A0、住宅地の需要曲線は B0 となり、商業用地と住宅用地の大きさは
変化しない。このように、用途にかかわりなく同じ税率で土地保有税が課され
る場合には土地の用途配分には歪みが生じず、土地は効率的に利用されること
になる。これを土地保有税の中立性命題という。
それではわが国の土地保有税である固定資産税（土地分）は土地利用に対し
1) なお，土地に対する需要は当該土地を持ち続けるという「留保需要」と土地を新たに取得し利用
したいと望む者による「新規需要」の合計となる。
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て中立的であろうか。わが国の土地税制は、住宅利用に関しては負担能力が弱
いとみなし、税負担を軽減するため、課税標準額は小規模住宅用地（住宅 1戸
あたり 200m2 までの部分）については評価額の 6分の 1、一般住宅用地（住
宅 1戸あたり 200m2 を超える部分）については評価額の 3分の 1とする軽減
措置が設けられている。また、住宅地が優遇され、商業地と住宅地の評価の厳
しさに違いがあるかもしれない。このように住宅用地と商業用地の地価が同水
準であっても、住宅地に対する特例措置や商業地との相対的な評価の厳しさの
違いによって実効税率は商業用地に比べて住宅用地の方が低くなる可能性があ
る。その結果、保有コストが小さい住宅地の需要曲線は理論図を用いると、図
1.2のように B00 になり、その結果、商業用地は O1L00、住宅用地は O2L00 と
なる。このように、用途によって実効税率に差が存在すると土地配分に歪みが
生じ、中立性命題が達成されない。その結果、中立性命題達成時の用途配分に
比べて、住宅用地は過大になり、一方で商業用地は過小となる。つまり、住宅
用地への課税が商業用地よりも軽減されると、効率的な用途配分時に比べて住
宅用途が商業用途を押しのけて過大になり、その結果、商業利用への土地の供
給量が減少することで、課税後の市場地価は課税なしの場合あるいは中立性命
題が成立している場合よりも高くなる。したがって、土地保有税の土地の用途
図 1 　土地保有税の中立性命題と住宅地の特例措置による土地の影響
1．軽減なし（中立性命題）      2．住宅地への軽減有  
|128|
林：固定資産税の特例措置が与える土地利用への影響
配分に及ぼす影響が地価に反映されることに着目し、わが国の固定資産税が用
途配分に影響を与えているかを実証的に検証する。
III. 実証分析
1. 分析対象の設定
本稿の実証分析に際して重要な点はデータの選択である。わが国では建築基
準法より「用途地域内の建築物の制限」が決められており、「低層住宅に係る良
好な住居の環境を保護するため定める地域（都市計画法 9条）」とされる第一
種低層住居専用地域など土地に対して様々な用途地域制が定められている。し
かし、本稿における中立性命題の検証では、商業用地と住宅用地の選択が可能
な地域を分析対象としなければならない。各用途地域の規制状況を示した建築
基準法より近隣商業地域と商業地域は2)、住宅とそれ以外の宅地（工業用地等
を除く）との選択の自由度が大きくなっていることから、本稿では選択の自由
度が大きい商業地域と近隣商業地域に指定された地点のみを対象に分析する。
しかし、用途地域制の近隣商業地域と商業地域に指定されていたとしても、
土地利用に関する選択の自由度が大きいことから住宅と商業が混在しているの
である。ところが、これらの地域内での商業と住宅の用途別面積に関するデー
タは存在しない。したがって、前節に示したように商業地に比べて住宅地の課
税が軽減されると、商業地の地価が上昇することに着目して分析を行う。例え
ば、小規模住宅用地の割合が小さい（一般住宅地の割合が大きい）自治体（自
治体 Aとする）と、小規模住宅用地の割合が大きい自治体（自治体 Bとする）
がある場合、他の条件が一定であれば、住宅用地が過大になる程度は自治体 B
＞自治体 Aとなり、その結果、商業用地の供給は自治体 A＞自治体 Bとなる
ため、商業用地の地価は自治体 B＞自治体 Aになるのである。したがって、
本稿では自治体間の住宅への軽減度の違いに着目し、地価関数の推定から中立
2) 「建築基準法別表第 2」の概要を作成した大阪府「用途地域内の建築物の用途制限」を参考に分
析対象の用途地域を選択した。第一種低層住居専用地域は住宅のみの使用に限られるなど規制
が厳しい一方で、近隣商業地域や商業地域はホテルや映画館などの商業地として利用可能であ
り、自由度が大きい。
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性命題を検証する3)。以上を踏まえると、式 (1)のように軽減度が地価に影響
しているなら、住宅用地への軽減によって用途配分が変わっているといえる。
Pi = a+ ¯Ti + °Xi + ±Zi (1)
なお、Pi は自治体 iの平均地価、Ti は自治体 iの平均の軽減度、Xi は土地構
造特性、Zi は地域特性を表す。
2. 自治体間の実効税率の格差
住宅用地のその他宅地に対しての軽減度の大きさは、自治体 iの住宅地の実
効税率を th、その他宅地（商業地等）の実効税率を tc とすると、
自治体 iの住宅地の実効税率 th
自治体 iのその他宅地の実効税率 tc
(2)
で表すことができ、この値が大きければ大きいほど、その自治体では住宅用地
の軽減度が大きいことを示す。式 (2)は実効税率が（課税標準額× 1.4%／地
価）であることから、
th
tc

i
=
0B@
TBh
Ph
TBc
Pc
1CA
i
=
0B@
TBh
Vh
TBc
Vc
Vh
Ph
Vc
Pc
1CA
i
(3)
と表すことができる。つまり、式 (3)より自治体間の軽減度の違いは ((TBh=Vh)=
(TBc=Vc))と ((Vh=Ph)=(Vc=Pc))に分解できるのである。なお、hは住宅地、
cは商業地等のその他宅地を表し、実効税率は t、課税標準額は TB、地価は
P、決定価格は V である。
まず、住宅地への特例措置によって実効税率が軽減される場合、小規模住
宅用地の割合が大きい自治体は一般住宅用地の割合が大きい自治体と比べて、
軽減度が大きくなることから、小規模住宅用地と一般住宅用地の割合の違い
によって、((TBh=Vh)=(TBc=Vc))で示される軽減度に差が生じる。ただし、
3) 小規模住宅用地の割合が小さいため軽減度が小さい自治体 A と小規模住宅用地の割合が大きい
ため軽減度が大きい自治体 B のように自治体間で軽減度が異なる場合、課税による住宅地の需
要曲線の下方シフトは、より軽減された自治体 B と比べて自治体 A の方が大きくなる。その
結果、他の条件が一定の場合、図 1.2 の考え方から住宅用地は自治体 B の方が過大になり、地
価は自治体 B が高くなる。
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(TBc=Vc)は商業用地でも工業用地でも軽減措置はないことから自治体間で一
定であるため、自治体間の比較は (TBh=Vh)で表すことができる。したがっ
て、軽減措置が高い小規模住宅用地の割合が大きいほど、つまり住宅地の決
定価格 TBh に対する課税標準額 Vh が小さいほど、地価が高くなると予想で
きる。
また、固定資産税における住宅地の評価額への特例措置は全国共通の制度
であるが、そもそも自治体間において住宅地と商業地の評価に厳しさの違いが
あるかもしれない。固定資産税の土地分は課税標準を算出する前の段階で宅地
の評価を行う必要がある。その手順としては、主要な街路の路線価を基準に、
街路の状況や公共施設からの距離等の相違を考慮してすべての街路について路
線価を決定する。そのうえで、接する街路の路線価に土地の面積を基準とし、
個々の土地の形状等による補正を行って各筆を評価するのである4)。このよう
な評価の段階で自治体間で住宅の優遇度が異なると、住宅地とその他宅地の評
価の相対的な厳しさを示している ((Vh=Ph)=(Vc=Pc))に自治体間の差が生じ
る可能性がある5)。この値が小さい、つまり市場地価から決定価格に至る過程
（評価）で住宅地の評価がその他宅地に比べて緩く優遇されるほど、地価が高
くなるため、地価関数の係数が負であると予想できる。
以上から、式 (1)の自治体 iの軽減度の大きさは、①小規模住宅用地と一般
住宅用地の割合によって決まる住宅地への特例措置による軽減度 (TBh=Vh)
と、②評価の段階で生じる住宅地への軽減度 ((Vh=Ph)=(Vc=Pc))の両方を含
む。本稿では①の軽減度に焦点を当て、自治体間格差が地価に影響しているの
かを検証し、固定資産税の用途配分への影響を明らかにする。
3. 地価関数の推定
(1) 推定モデル
本稿では、農地を対象とした固定資産税の実効税率の変更が土地市場均衡を
変化させるかを土地需要関数の推定結果を用いて検証した安東・岩田（1991）
4) 宅地の評価と税額の算出プロセスの詳細は林（2014）10 頁を参照。
5) （Vh=Ph）は住宅地の評価の厳しさ、（Vc=Pc）は商業地の評価の厳しさを示している。
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を参考に、①各地価ポイントのデータから地価関数を推定し、②そのパラメー
タを用いて、住宅地への固定資産税の軽減度の自治体間格差が影響しているか
どうかを検証する。本稿では実効税率の軽減度が地価に与える影響を明らかに
することから、地価関数の推定では立地特性や地域環境特性など地価に与える
他の影響を適切に取り除くとともに、統計上発生する様々な問題も解決するこ
とが要求される。以上のことを踏まえて、商業地域と近隣商業地域の地価関数
を推定する。
安東・岩田（1991）が市ごとの地価関数を推定したのに対し、本稿ではより
精度の高い地価関数を得るために、各地価ポイントの地価公示を用いて推定す
る。しかし、その際、市単位の平均値しか情報が手に入らないデータが存在す
る。特に軽減度を算出する際に必要である課税標準額と決定価格に関するデー
タは同一市内でも地価ポイントによって異なるにもかかわらず、市単位の平均
値しか情報が手に入らない。このとき、地価ポイント単位のデータを用いた地
価関数の推定において、地価ポイント単位の変数と市（グループ）単位の変数
を説明変数として同時に 1つの式に組み込むと、グループ内において「誤差項
の分散が均一」という最小二乗法の仮定を満たさなくなる6)。したがって、本
稿における地価関数の推定は、Tsoodle and Tracy（2008）、林（2014）にし
たがって 2段階方式を採用した。第 1段階の推定は、地価ポイント単位のデー
タのみを使用し、その際、ダミー変数によって処理する。処理の方法は都市 j
のダミー変数 cj、サンプルの抽出期 tのダミー変数Dt の交差項（cj £Dt）を
算出する7)。例えば簡略化のために、3市（c1; c2; c3）、3期（D1; D2; D3）
から地価ポイントのデータを使用する場合、3市× 3期を組み合わせた 9個の
自治体・期の交差項がダミー変数として用いられる。都市 1の 2期の地価ポ
イントの場合、自治体・期の交差項である c1 D1 は 1となり、それ以外（例
えば c1D2，c2D1）は 0となる。したがって、3市、3期の場合、第 1段階の
推定モデルは以下のようになる。
6) Moulton（1986）を参照。
7) 詳細は林（2014）20 頁。
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Pijt = ®+ ¯X ijt + °Z ijt +
3X
j=1
3X
t=1
µjt £ cj £Dt + u (4)
ただし、P は地価、X は土地の構造特性のベクトル（前面道路の幅、地積な
ど）、Z は土地の立地特性のベクトル（都心からの距離、最寄り駅からの距離
など）、iは地価ポイント（サンプル）、自治体・期の交差項の係数は µjt であ
る。係数 µjt は地価ポイントごとの情報が得られない要因の存在によって生じ
た自治体間の平均地価の差を示している。
そして第 2段階では、第 1段階で得た自治体・期の交差項の係数 µjt（市単
位で異なる）をあらためて市単位の変数によって推定するため、第 2段階の推
定モデルは以下である。
µjt = a0 + a1K jt + a2yjt + a3Tjt + a4Ljt + u (5)
ただし、K は自治体の地域特性ベクトル、T は軽減度（住宅地の課税標準
額／住宅地の決定価格）、y は自治体の平均所得、Lは生活関連型公共サービ
スや業務活動環境を示す。
(2) 第 1段階の地価関数の推定
式 (1)のモデルを用いて第 1段階の地価関数を推定する。本稿では、大阪
府下の市の地価ポイントを対象とするが、大阪市と堺市は他の市と属性が異な
るため対象から除外している。また地価関数の推定にはサンプルサイズが多け
れば多いほど望ましいため、2005年度、2010年度、2015年度の 3ヵ年度の
データをサンプルとする。
地価を決定する要因はポイントによって大きく異なるため、より精度の高
い µjt を推定するためには、様々な要因でコントロールする必要がある。本稿
では、地価を決定すると考えられる要因として、10項目の量的・質的変数を
取り上げた。これらの変数は商業地の評価時の条件である交通施設からの距離
などの交通・接近条件、前面道路幅などの街路条件、容積率の大きさなどの行
政的条件、形状などの画地条件を参考に選択した。分析対象である近隣商業地
域の 251地点、商業地域の 125地点におけるそれらの変数の基本統計量は表
1に示されている。本稿の対象である近隣商業地域、商業地域の地価は業務活
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表 1 　第 1 段階地価関数の基本統計量
平均値 標準偏差 最小値 最大値
191182 57498 57134 339266
330.64 364.86 0 2000
212.13 171.46 43 980
1.87 0.76 1 4.5
13.07 13.91 3.6 100
298.80 34.04 200 400
16.94 8.56 6.35 44.46
国道 府道 市道 私道 道路
24(9.6%) 79(31.4%) 140(55.8%) 7(2.8%) 1(0.4%)
平均値 標準偏差 最小値 最大値
305984 144454 89586 912577
184.32 264.40 0 1600
637.04 1077.13 52 4419
1.79 0.65 1 4
29.19 32.89 3.4 100
426.40 66.17 400 600
14.84 7.96 5.87 36.33
国道 府道 市道 私道
15(12%) 19(15.2%) 89(71.2%) 2(1.6%)
防火地域
116（92.8%)
準防火地域
9(7.2%)
特殊な形状
20(16%)
一
段
階
防火地域 準防火地域 特殊な形状
23（9.2%) 221(88%) 59(23.5%)全ポイントのうち該当する
ポイント数
容積率（%）
JR大阪駅からの距離（km）
交通施設からの距離（m）
実質地価（円／㎡）
JR大阪駅からの距離（km）
全ポイントのうち
該当する
ポイント数
近隣商業地域（n=251）
商業地域（n=125）
変数
一
段
階
実質地価（円／㎡）
交通施設からの距離（m）
地積(m²)
形状（間口×奥行き）
前面道路幅（m）
容積率（%）
変数
地積(m²)
形状（間口×奥行き）
前面道路幅（m）
1）数値は国土交通省「土地総合情報システム」より得られた。
2）サンプルサイズは近隣商業地域が 251 地点（2005 年度：95、2010 年度：80、2015 年度：76）、
商業地域が 125 地点（2005 年度：42、2010 年度：42、2015 年度：41）である。
3）実質地価は 2005 年 1 月を基準に、商業地の公示地価を実質化した値である。上昇率は国土交通
省「公示価格年別変動率」の大阪圏のデータを使用し算出した。
4）各地点から JR 大阪駅からの距離は地理情報分析支援システム『MANDARA』によって測定
した。
5）形状とは間口と奥行の積であり、1 に近いほど正方形に近づく。なお、特殊な形状は四角形以外
の形状を示す。
6）商業地域の準防火地域は防火地域との多重共線性の問題を排除するため、分析時には除く。また
私道も同様に、他の道路との多重共線性の問題から除く。
7）建ぺい率は商業地域、近隣商業地域の全地価ポイントが 80 であったため変数として選択しない。
8）前面道路幅は「駅前広場」であった場合、100 とする。
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動の集積によって上昇する可能性が考えられることから、都市経済学におけ
る最も一般的な地価の決定要因である CBD（中心業務地区、central business
district）からの距離は地価に対する減少関数としてとらえられる。以上から
本稿では JR線に加え、阪神線、阪急線、市営地下鉄などアクセスの拠点であ
る JR大阪駅を CBDとして考え、JR大阪駅からの距離の変数を加えた。し
かし、業務活動に加え、生活関連の環境の善し悪しが住宅需要を変化させ、商
業地の供給（=地域の面積－住宅地面積）を変える可能性があるため、商業地
の地価に影響を与える要因として生活環境を考慮しなければならない。ところ
が、公共サービスの充実度など生活環境を表す変数は市単位のデータしか手に
入らないため、第 1段階は自治体・期のダミー変数の交差項でコントロール
し、第 2段階で市ごとのデータを使用する。
以上から、近隣商業地域と商業地域を対象に、実質地価を被説明変数、土地
の構造特性と立地特性、そして自治体・期のダミー変数の交差項を説明変数と
して重回帰分析によって地価関数を推定した。自治体・期のダミー変数の交差
項は 31市× 3ヵ年度の 93の変数ができる8)。また推定の際には、ステップワ
イズ法で説明変数の選択を行う。
表 2 　地価関数の推定結果（第 1 段階）
係数 p値 判定 VIF 係数 p値 判定 VIF
定数項 259,457.6 定数項 -24,950.9
JR大阪駅からの距離（km） -4,618.1 0.000 ** 1.37 JR大阪駅からの距離（km） -8,282.1 0.000 ** 1.54
交通施設からの距離（km） -29.2 0.000 ** 1.25 交通施設からの距離（km） -214.8 0.000 ** 1.27
地積（㎡） 20.5 0.043 * 1.15 容積率（%） 970.9 0.000 ** 1.39
前面道路の幅 288.9 0.034 * 1.35 国道 132,398.7 0.000 ** 2.04
私道 -33,783.2 0.002 ** 1.20 間口×奥行き -36,459.4 0.000 ** 1.43
特殊な形状 -17,183.9 0.000 ** 1.10 防火 104,180.7 0.000 ** 1.21
adjR2 市道 47,993.4 0.003 ** 2.22
特殊な形状 -49,284.6 0.002 ** 1.46
adjR2
域地業商域地業商隣近
0.80
0.87
8) 第 1 段階の実証分析の際には多重共線性の問題を排除するため、近隣商業地域は阪南市（2005
年度）を除く 92 のダミー変数、商業地域は箕面市（2005 年度）を除く 62 のダミー変数を使
用した。
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その結果は表 2であり、自治体・期のダミー変数の交差項に加えて、CBD
からの距離、駅からの距離、形状などが有意であった。**は 1%水準で有意で
あることを示し、補正 R2は近隣商業地域が 0.80、商業地域が 0.86と高く、
VIF（variance in°ation factor：分散拡大要因）の値から変数同士の相関は見
られない。それぞれのパラメータから、① CBDからの距離や最寄り駅からの
距離は近隣商業地域、商業地域においても有意であり、大阪の中心都市や最寄
り駅から近く商業の集積度が高い地点は地価を高くすること、②商業地域で
は、容積率が大きいほど土地の収益性が向上するため地価に正の影響を与える
こと、③土地の形状が特殊であると地価は低下し、商業地域では正方形に近い
と地価が高くなることから、土地取引において土地の形状が重要であること、
④商業地域は前面道路が国道や市道であると地価が高く、近隣商業地域は前面
道路の幅が大きいほど地価を引き上げ、私道は地価を低下させること、⑤商業
地域では防火地域であると地価を高くし、近隣商業地域は地積が影響すること
が明らかになった。また、自治体・期ダミーの交差項は、近隣商業地域では高
槻市や豊中市の全年度など、23の変数が有意であり、商業地域では高槻市や
門真市の全年度など、18の変数が有意であった9)。第 2段階では第 1段階で
得られた自治体・期ダミーの交差項を用いて固定資産税の実効税率や地域特性
の関係性を検証する。
(3) 第 2段階の地価関数の推定
第 1段階で得られた自治体・期ダミーの交差項の係数を使用し、式 (2)のモ
デルに基づいて第 2段階の地価関数を推定する。被説明変数は、第 1段階で
有意であった自治体・期ダミーの交差項はその係数、有意でなかったその他の
自治体・期ダミーは 0を用いる。説明変数は、市単位である実効税率の軽減度
9) 自治体・期ダミーの交差項の係数は近隣商業地域の場合、高槻市（2005 年度）は 10 万 1,120、高
槻市（2010 年度）は 11 万 5,681、高槻市（2015 年度）は 11 万 8,290 であり 1%水準で有意
であった。また商業地域の門真市は 2005 年度が ¡10 万 5,942、2010 年度が ¡12 万 3,092、
2015 年度が ¡15 万 8,940 であり、いずれも有意あった。なお VIF 値から有意であった変数
の相関は見られない。
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の他10)、軽減度が地価に与える影響を適正に取り出すため、自治体の地域特性
等でコントロールする。商業地域、近隣商業地域の地価に影響を与える業務活
動の変数として、第 1段階で CBDからの距離を使用したが、教育や福祉など
の生活環境が住宅需要に影響し、間接的に商業地の供給を変える可能性がある
ことから、第 2段階では商業地の地価に影響を与える要因として生活環境の変
数を加えた。また、住民の選好の自治体間の相違を考慮するために所得水準を
考慮し、さらに周辺環境も地価に大きく影響することが考えられることから、
各自治体の全体的な地域特性を表す変数として、工業専用地域、工業地域、市
街化調整区域などの自治体の面積に占める割合を使用する。近隣商業地域にお
けるこれらの変数の基本統計量は表 3である11)。ところが、多くの変数を加
えることで、除外された変数によるバイアス（omitted variable bias）に対応
できるかもしれないが、一方で多重共線性の問題が懸念される。したがって、
本稿では生活環境を表す 7項目の変数について主成分分析を行い、その結果か
ら得られた主成分得点を生活環境の総合指標として用いる12)13)14)。
近隣商業地域を対象に行った主成分分析の結果は表 4であり15)、主成分 3
10) 軽減度は、軽減度＝住宅の課税標準額（円／ m2）／住宅地の決定価格（円／ m2）である。住
宅地の決定価格は，総務省「固定資産税の価格等の概要調書」の小規模住宅地、一般住宅用地の
決定価格総額を算出し、評価総地積で除す。また住宅の課税標準額も同様に総額を算出し、評価
総地積で除して求める。
11) 商業地域の自治体・期の交差項の係数の平均値は ¡2,750.68 である。また、商業地域の保育所
数（可住地面積 100km2 当たり）の平均値は 92.46 であり、地域特性を表す市街化調整区域／
総面積の平均値は 0.37 である。さらに商業地の自治体 1 人あたりの平均所得水準（千円・実
質）の平均値は 3,440.10 であった。近隣商業地域の基本統計量との数値の違いは商業地域の
データ数が異なることから生じる。
12) 主成分分析によって変数を統合することで変数間の相関が取り除かれ、カテゴリー毎の総合指標
（合成変数）を得ることができる。
13) 主成分分析によって自治体の特性を明確に表す総合指標を作成するため、近隣商業地域は阪南市・
2005 年度を除いた 92、商業地域は箕面市・2005 年度を除いた 61 の自治体・期を対象に行う。
14) 分析結果の再確認のため、主成分分析によって小売業従業者数／可住地面積や小売業年間商品販
売額／可住地面積といった業務活動に関する変数の総合指標を作成し、それを用いて第 2 段階
地価関数を推定した。その結果、それらの総合指標は商業地域も近隣商業地域も有意に出ない。
その理由として第 1 段階推定時の「CBD からの距離」が業務活動環境をコントロールしたた
めと考えられる。
15) 対象とするデータ数が脚注 12 のように近隣商業地域と商業地域で異なるため、近隣商業地域、
商業地域の主成分得点や固有値等は多少異なるものの、各主成分は両地域とも同じ特性を持つ。
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の固有値が 0.93、累積寄与率が 75.57%であることから、主成分 1から主成分
3までを使用する。主成分分析では、各主成分の主成分負荷量を見ることで、
その主成分の特性を表すことができる。主成分 1の主成分負荷量は保育所数、
一般病院数、公民館数が正で大きいことから、福祉・医療サービスの充実度を
表す。また、主成分 2は教員数が正で大きく、公民館数や図書館の充実を表す
表 3 　第 2 段階地価関数の基本統計量（近隣商業地域）
平均値 標準偏差 最小値 最大値
9084.75 29067.99 -60797.34 118290.84
保育所数（可住地面積100k㎡当たり） 83.07 38.07 22.58 180.68
刑法認知件数／人口 0.02 0.01 0.01 0.03
道路面積（可住地面積1k㎡当たり) 0.10 0.02 0.06 0.16
一般病院数（可住地面積100k㎡当たり) 31.36 11.07 12.50 55.00
公民館数（可住地面積100k㎡当たり） 27.09 30.20 0.00 123.76
図書館数（可住地面積100k㎡当たり） 12.38 9.26 0.00 48.02
教員数（小学校児童数100人当たり） 5.53 0.61 4.64 7.12
市街化調整区域／可住地面積 0.40 0.27 0.00 0.86
市街化区域／可住地面積 0.60 0.27 0.14 1.00
準工業地域／可住地面積 0.14 0.13 0.00 0.62
工業地域／可住地面積 0.02 0.03 0.00 0.12
工業専用地域／可住地面積 0.02 0.06 0.00 0.39
軽減度 0.18 0.01 0.15 0.20
3452.05 398.05 2831.00 4785.57
変数
二
段
階
自治体・期の交差項の係数
公
共
サ
ビ
ス
地
域
特
性
自治体１人あたりの平均所得水準（千円・実質）
1）公共サービス、地域特性の項目は、総務省統計局「都道府県・市区町村のすがた」より得られた。
2）自治体 1 人あたりの平均所得水準は 2015 年で実質化した。
3）サンプルサイズは近隣商業地域が 92（2005 年度：30、2010 年度：31、2015 年度：31）、商業
地域が 61（2005 年度：20、2010 年度：21、2015 年度：20）である。
表 4 　主成分分析の結果（近隣商業地域）
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
固有
ベクトル
主成分
負荷量
保育所数（可住地面積100k㎡当たり） 0.503 0.856 0.009 0.010 -0.197 -0.190
刑法認知件数（人口1人当たり） 0.272 0.462 -0.622 -0.755 -0.098 -0.094
道路面積（可住地面積1k㎡当たり) 0.473 0.804 0.252 0.306 -0.084 -0.081
一般病院数（可住地面積100k㎡当たり） 0.488 0.830 0.064 0.077 0.038 0.036
公民館数（可住地面積100k㎡当たり） 0.377 0.642 0.190 0.231 -0.228 -0.219
教員数（小学校児童数100人当たり） -0.134 -0.227 0.696 0.845 -0.206 -0.199
図書館数（可住地面積100k㎡当たり） 0.223 0.380 0.159 0.193 0.921 0.887
固有値
累積寄与度 41.27% 62.33% 75.57%
主成分1 主成分2 主成分3
2.89 1.47 0.93
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指標も正であり、刑法認知件数が負で大きいことから、教育や安全性を表す子
育て環境の充実度を示し、正で大きいほど充実しているといえる。主成分 3は
図書館数の主成分負荷量が 0.887で大きいことから図書館の充実度を表してい
る。これらの主成分は、いずれも地価を高くする要因であると予想できる。
以上の生活環境を表す主成分 1から主成分 3に加え、実効税率の軽減度、市
街化調整区域などの割合である地域特性、実質所得を説明変数として使用し、
地価関数を推定する。また推定の際には、第 1段階の推定と同様にステップワ
イズ法で説明変数の選択を行う。
(4) 推定結果
近隣商業地域における第 2段階の地価関数の推定結果は式 (6)である。な
お、いずれの変数も VIF値は 2以下であり、変数同士の相関は見られない。
µ = 28270:68¡
(-2.01*)
　
626702£ 課税標準額
決定価格
+
(3.09**)
　
21:75£（実質所得）+
(2.72**)
　
7307:44
£（主成分 1）+
(3.42**)
　
7559:07£（主成分 2）+
(3.20**)
　
52663:12£

市街化調整区域面積
可住地面積

(6)
補正 R2：0:281
¤ ¤ ¤は 1%水準、¤ ¤は 5%水準で有意
式 (6)から得られた推定結果は次の通りである。住宅地への特例措置による軽
減度は有意であることから、住宅地への特例措置は用途配分に影響を与えてお
り、近隣商業地域において中立性命題が達成されていないことが明らかになっ
た。また、生活環境を示す主成分を見ると、主成分 1が有意であることから、
福祉・医療サービスが充実するほど住宅地の需要を増やし、それによって商業
地の供給を縮小し、地価が上昇する。また子育て環境を表す主成分 2も同様
に有意であり、子どもの教育や安全性は間接的に商業地の供給に影響を与え、
地価が上昇することが明らかになった。さらに、所得の増加は、土地に対する
「付け値」を高くし、良好で安全な市街地形成と無秩序な市街化防止のために
指定された市街化調整区域は住宅地の需要を増やし、商業地の供給を減らすこ
とで地価を上昇させる。
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また、商業地域における第 2段階の地価関数の推定結果は式 (7)である。式
(6)と同様、いずれの変数も VIF値は 2以下であり、変数同士の相関は見られ
ない。
µ = ¡92295:9 +
(1.50)
　
31:80£（実質所得）¡
(-1.89*)
　
116296£

準工業地域面積
可住地面積

(7)
補正 R2：0:12
¤は 10%水準で有意
式 (7)から、住宅地への特例措置による軽減度は近隣商業地域と異なり有意で
はないことが明らかになった。つまり、住宅地への特例措置は商業地域の用途
配分に影響を与えておらず、土地の最有効利用の妨げになっていないといえ
る。また、近隣商業地域と異なり、準工業地域の割合が高いほど商業地域の地
価を下げ、福祉や子育て環境の向上は地価に影響しない。
IV. 結論
現行の固定資産税は特例措置によって住宅地への実効税率が軽減されてい
ることから、商業用地と住宅用地の用途配分に歪みが生じ、最大の収益を実現
する効率的な配分が達成できていない可能性がある。そこで本稿では、住宅用
地の負担軽減措置が住宅地を過大にし、その結果、商業地の地価を押し上げる
ことに着目し、商業用地と住宅用地の選択の自由度が大きい大阪府下の近隣商
業地域と商業地域を対象に現行の固定資産税が中立性命題を満たすのかを地価
関数から検証した。
分析の結果、近隣商業地域は住宅地への土地保有税の特例措置によって中
立性命題が毀損されている。したがって、土地の効率性を重視するなら、土地
の最有効利用の妨げになっている住宅地への軽減措置は廃止し、土地市場に対
して中立的であることが望ましい。一方で、商業地域においても理論的には中
立性命題を満たさないはずだが、分析の結果、住宅地への特例措置が用途配分
に影響を与えているとの結果は得られなかった。その理由として商業地域では
商業利用の土地収益が住宅利用に比べて圧倒的に高いことから固定資産税を支
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払ってでも商業用途に使おうとする傾向があり、その結果、もともとの住宅地
利用が少ないことから、固定資産税が商業地の地価水準に有意に効かなかった
可能性が考えられる。
本稿では、業務活動環境を表す CBDからの距離や駅からの距離のほか、土
地の形状や前面道路の種類や幅も地価に影響することが明らかになった。ま
た、近隣商業地域は、福祉、医療、子育て、教育などの生活関連型公共サービ
スが地価に正の影響を与えるのに対し、商業地域は商業利用としての土地収益
が高いことから、住宅地としての需要は低く、生活環境整備が地価に反映され
ない。さらに地積や防火地域が地価に与える影響も近隣商業地域と商業地域で
異なることが明らかになった。このように、近隣商業地域と商業地域の地価に
与える要因は異なることから、それぞれの用途地域にあった政策や制度設計が
必要である。
本稿では現行の固定資産税が用途配分に影響するか否かを検証したが、安
藤・岩田（1991）を参考に本稿を応用し、住宅地への特例措置をなくした場合
のシミュレーション分析を行うことで、地価がどの程度下落するのか、商業用
地と住宅用地の用途配分がどの程度変化するのかを検証することが可能であ
る16)。さらに軽減度は第 3.2節に記したように、①本稿で対象とした小規模
住宅用地と一般住宅用地の割合によって決まる軽減度と②住宅地とその他宅地
の評価の相対的な厳しさによって決まる軽減度に分類できる。②の軽減度は住
宅地の評価がその他の宅地に比べて優遇されている場合、地価が高くなること
が考えられるため、①の軽減度と同様に地価関数を推定することで土地の用途
配分に与える影響を検証できる。ただし、検証の際にはデータの作成など様々
な工夫が必要であり、今後の課題である。
16) 安藤・岩田（1991）から、特例措置をなくした場合のシミュレーションは次の手順が考えられ
る。まず、地価関数から現行の軽減度である地価（理論値）を推定し、標準解とする。次に、軽
減を取り除いた仮想の実効税率から地価（理論値）を推定することで、仮想解を算出する。最後
に乖離率（（仮想解の推定値地価－標準解の推定値地価）／標準解の推定値地価）を検証する。
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